
千葉県あんしん賃貸支援事業実施要領 

 

第１章 総則 

（目的） 

第１条 千葉県あんしん賃貸支援事業（以下「本事業」という。）は、民間賃貸住宅の市場

において、住宅確保要配慮者並びに賃貸人の双方の不安を解消するためのしくみを構築

することで民間賃貸住宅市場の環境整備を図り、住宅の確保に特に配慮を必要とする者

の民間賃貸住宅への円滑な入居と安定した賃貸借関係の構築を支援することを目的と

する。 

（用語の定義） 

第２条 本事業において次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号の定めるとこ

ろによる。 

（１）千葉県あんしん賃貸住宅協力店 

住宅確保要配慮者の入居を拒まない住宅等の仲介業務を行う事業者で、第８条に

よる登録を受けたもの（以下「協力店」という。）をいう。 

（２）千葉県あんしん賃貸支援団体 

住宅確保要配慮者に対して居住の支援を行う団体で、第１６条による登録を受け

たもの（以下「支援団体」という。）をいう。 

（３）事業対象者 

住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する法律（平成１９年法律

第１１２号。以下「法」という。）第２条に基づく住宅確保要配慮者（住宅確保要

配慮者の同居する世帯を含む。）のうち、家賃等を適正に支払い、地域社会の中で

自立した日常生活を営むことができる者（居住の支援を受けることによって自立

することが可能となる者を含む。）をいう。 

（４）関係市町村 

千葉県すまいづくり協議会居住支援部会（以下「部会」という。）の構成団体であ

る市町村をいう。 

（５）関係団体 

部会の構成団体である不動産関係団体及び居住支援団体をいう。 

（６）関係五団体 



次に掲げる不動産関係事業者団体をいう。 

ア 一般社団法人千葉県宅地建物取引業協会 

イ 公益社団法人全日本不動産協会千葉県本部 

ウ 公益財団法人日本賃貸住宅管理協会東関東ブロック千葉県支部 

エ 一般社団法人不動産流通経営協会 

オ 公益社団法人全国賃貸住宅経営者協会千葉県支部 

（７）実施主体 

千葉県（以下「県」という。）、千葉県内の市町村（以下「市町村」という。）、協

力店、支援団体、関係団体（関係五団体を除く。）及び関係五団体をいう。 

（事業の内容） 

第３条 本事業は、実施主体の連携により、次の各号に掲げる事項に関する登録情報につ

いて、事業対象者等への提供等を行うものである。 

（１）協力店 

（２）支援団体 

（県の役割） 

第４条 県は、第８条及び第１６条の規定による登録の事務を行うとともに、本事業に係

る登録情報の管理及び提供を行うほか、実施主体間の連携を図るものとする。 

（関係市町村の役割） 

第５条 市町村は、本事業の目的を達成するため、本事業に係る登録情報の提供を行うほ

か、実施主体（市町村を除く。）並びに行政による住宅施策及び福祉施策等の連携を図る

よう努めるものとする。 

（関係団体の役割） 

第６条 関係団体は、本事業の目的を達成するため、本事業に係る登録情報の提供を行う

ほか、県及び関係市町村との連携を図るものとする。 

 

第２章 千葉県あんしん賃貸住宅協力店 

（関係五団体の役割） 

第７条 関係五団体は、協力店の登録申請を経由するとともに、県及び関係市町村との連

携を図るなど、本事業の目的の達成に向けて協力するものとする。 

 



（協力店の登録） 

第８条 事業対象者の入居を拒まない住宅等の仲介業務を行う事業者（以下「協力店申請

者」という。）は、その営業する店舗ごとに登録を受け、協力店となることができる。 

２ 協力店申請者は、千葉県あんしん賃貸住宅協力店申請書（以下「協力店登録申請書」

という。別記様式１）を関係五団体を経由して、県に提出するものとする。 

３ 関係五団体は、協力店登録申請書の内容に虚偽の記載等があると認められ、又は協力

店申請者が次の各号のいずれかに該当する場合を除き、遅滞なく当該申請書を県に提出

するものとする。 

（１）宅地建物取引業法（以下「宅建業法」という。）に基づく免許を取得していないこ

と 

（２）宅建業法に基づく免許取消処分を受けていること 

（３）宅建業法に基づく業務停止処分を受けており、当該処分に係る業務停止期間中に

申請されたものであること 

４ 県は、第１項の規定による申請を受けた場合に、次条第１項の規定により登録を拒否

する場合を除き、その登録をしなければならない。 

５ 第１項の登録は、登録年月日及び登録番号を千葉県あんしん賃貸住宅協力店登録簿に

記載することにより行う。 

６ 関係五団体に加入していない協力店申請者は、第２項の規定にかかわらず、協力店登

録申請書を県に直接提出するものとする。 

７ 前項の規定により登録を受けようとする場合（一の事業者が複数の店舗の登録を受け

ようとする場合は、それらの店舗を代表する本社及び本店若しくは支社及び支店）は、

あらかじめ本事業に賛同し協力する旨の誓約を行い、又は県との協定を締結するものと

する。 

８ 県は、第４項の規定により登録をしたときは、遅滞なく、その旨を当該登録を受けた

者及び当該協力店登録申請書を経由した関係五団体（関係五団体を経由した場合に限る）

に対して通知しなければならない。 

９ 関係五団体は、県に対し、第２項の規定により協力店申請書を経由する場合において、

その内容について補足的な意見を述べることができる。 

（登録の拒否） 

第９条 県は、協力店申請者が次の各号のいずれかに該当するものであるときには、その



登録を拒否しなければならない。 

（１）前条第３項各号のいずれかに該当する者 

（２）第１３条第２項の規定により登録を取り消され、その取消しの日から起算して１

年を経過しない者 

（３）法人であって、その役員のうちに前号に該当する者があるもの 

（４）個人、法人又は団体の役員等（個人である場合はその者、法人である場合は役員

又は支店若しくは営業所の代表者、団体である場合は代表者又は理事その他の経営に

実質的に関与している者をいう。以下「役員等」という。）が暴力団員による不当な行

為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号。以下「暴対法」という。）第２条第

６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員等」という。）である者 

（５）役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害

を加える目的をもって暴対法第２条第２号に規定する暴力団（以下「暴力団」という。）

又は暴力団員等を利用するなどしている者 

（６）役員等が、暴力団又は暴力団員等に対して資金等を供給し、又は便宜を供与する

など直接的にあるいは積極的に暴力団の維持運営に協力し、若しくは関与している者 

（７）役員等が、暴力団又は暴力団員等と社会的に非難されるべき関係を有している者 

（８）役員等が、暴力団又は暴力団員等であることを知りながらこれを不当に利用する

などしている者 

（９）第４号から第８号のいずれかに該当するものの依頼を受けて申請しようとする者 

２ 県は、前項の規定により登録の拒否をしたときは、遅滞なく、その旨を協力店申請者

に通知しなければならない。この場合において、第８条第２項の規定により協力店登録

申請書が関係五団体を経由している場合は、当該協力店登録申請書を経由した関係五団

体にも通知するものとする。 

（変更の登録） 

第１０条 協力店は、第８条第２項各号に掲げる登録事項に変更が生じたときは、遅滞な

く、変更の登録を受けなければならない。 

２ 前項の規定による変更の登録は、千葉県あんしん賃貸住宅協力店変更登録申請書（以

下「協力店変更登録申請書」という。別記様式２）を直接県に提出するものとする。 

３ 第８条第４項及び第８項の規定は、前項の申請があった場合に準用する。 

（協力店の役割） 



第１１条 協力店は、仲介契約を締結した賃貸住宅の賃貸人（以下「賃貸人」という。）に

対して本事業の目的等への理解を求めるとともに、賃貸人及び事業対象者に対して助言

等を行うことで、事業対象者の入居の円滑化に努めるものとする。 

（協力店の業務） 

第１２条 協力店は、事業対象者からの仲介等の相談を受けたときは、事業対象者の属性

を理由に仲介等を拒否し、又は仲介等の条件等を著しく不当なものとしてはならない。 

２ 協力店は、事業対象者が賃貸住宅への入居を希望するときは、円滑な入居に関する助

言等を行うとともに、住宅確保要配慮者の入居を拒まない住宅等への入居の斡旋等を行

い、事業対象者が当該賃貸住宅に円滑に入居できるよう支援に努めるものとする。 

３ 協力店は、必要に応じて、県、関係市町村及び関係団体の意見を聞くことができる。 

（登録の取消し） 

第１３条 県は、協力店が第９条第１項（第２号を除く。）のいずれかに該当するに至った

ときは、その登録を取り消さなければならない。 

２ 県は、協力店が次の各号のいずれかに該当するときは、協力店の登録を取り消すもの

とする。 

（１）前条第１項の規定に違反したとき。 

（２）協力店の登録の内容に虚偽の事実があり、故意または重過失が認められるとき。 

３ 県は、次の各号に該当するときは、協力店の登録を取り消すことができる。 

（１）登録された協力店の登録内容に虚偽の事実があったとき。（前項第２号に該当する

場合を除く。） 

（２）第１０条の規定による変更の登録がなされなかったときで、協力店に訂正の意志

がないことを確認したとき。 

（３）協力店の所在地又は当該協力店の所在を確知できないとき。 

４ 県は、前３項（第３項第３号の規定により登録を取消した場合を除く。）の規定により

登録を取消したときは、遅滞なく、その旨を当該登録を取り消された協力店に通知しな

ければならない。この場合において、当該登録を取り消された協力店が関係五団体に所

属している場合は、その所属する関係五団体にも通知するものとする。 

（登録の消除） 

第１４条 県は、次の各号のいずれかに該当するときは、協力店の登録を消除しなければ

ならない。 



（１）協力店から登録消除の申請があったとき 

（２）前条第１項、第２項又は第３項の規定により登録が取り消されたとき 

２ 前項第１号の登録消除の申請は協力店が直接県に登録消除申請書（別記様式３）を提

出することにより行うものとする。 

３ 県は第１項第１号の規定により登録の消除をしたときは、遅滞なく、その旨を当該登

録消除の申請をした者に通知しなければならない。この場合において、当該申請をした

者が関係五団体に所属している場合は、その所属する関係五団体にも通知するものとす

る。 

（協力店の表示） 

第１５条 協力店は、協力店であることが判別できるステッカーを、店舗の見やすい場所

に掲示するものとする。 

２ 前項の規定によるステッカーは、県が作成し、協力店に配布するものとする。 

 

第３章 千葉県あんしん賃貸支援団体 

（支援団体の登録） 

第１６条 事業対象者に対して居住支援を行う者（法第４０条の規定による住宅確保要配

慮者居住支援法人として千葉県知事の指定を受けた者を除く。）は、支援団体の登録を受

けることができる。 

２ 支援団体として登録しようとする者（以下「支援団体申請者」は、県に対し、県及び

支援団体の活動対象市町村の行っている諸施策に反さない旨を文書により誓約しなけ

ればならない。 

３ 支援団体申請者は、千葉県あんしん賃貸支援団体登録申請書（以下「支援団体登録申

請書」という。別記様式４）を県に提出するものとする。 

４ 県は、前項の規定による申請があった場合において、次条第１項の規定により登録を

拒否する場合を除き、その登録をしなければならない。 

５ 前項の登録は、第３項各号に掲げる事項並びに登録年月日及び登録番号を千葉県あん

しん賃貸支援団体登録簿に記載することによって行う。 

６ 県は、第３項の規定による申請の内容について、当該支援団体の活動対象市町村であ

る関係市町村の意見を聞くものとする。 

７ 県は、第４項の規定による登録をした場合には、遅滞なく、その旨を支援団体申請者



に通知しなければならない。 

（登録の拒否） 

第１７条 県は、登録の申請者が次の各号のいずれかに該当する者であるときには、その

登録を拒否しなければならない。 

（１）成年被後見人若しくは被保佐人又は破産者で復権を得ない者 

（２）第２１条第２項の規定により登録を取り消され、その取り消しの日から起算して

１年を経過しない者 

（３）法人であって、その役員のうちに前２号のいずれかに該当する者があるもの 

（４）営業に関し成年者と同一の能力を有しない未成年者でその法定代理人が第１号又

は第２号のいずれかに該当する者 

（５）役員等が暴力団員等である者 

（６）役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害

を加える目的をもって暴力団又は暴力団員等を利用するなどしている者 

（７）役員等が、暴力団又は暴力団員等に対して資金等を供給し、又は便宜を供与する

など直接的にあるいは積極的に暴力団の維持運営に協力し、若しくは関与している者 

（８）役員等が、暴力団又は暴力団員等と社会的に非難されるべき関係を有している者 

（９）役員等が、暴力団又は暴力団員等であることを知りながらこれを不当に利用する

などしている者 

（１０）第５号から第９号のいずれかに該当するものの依頼を受けて申請しようとする

者 

（１１）活動対象市町村から支援団体として適切でない旨の意見があった者 

２ 県は、前項の規定により登録の拒否をしたときは、遅滞なく、その旨を支援団体申請

者に通知しなければならない。 

（変更の登録） 

第１８条 支援団体は、第１６条第３項各号に掲げる登録事項に変更が生じたときは、遅

滞なく、変更の登録を受けなければならない。 

２ 前項の規定による変更の登録は、千葉県あんしん賃貸支援団体変更登録申請書（別記

様式５）を県に提出することにより行うものとする。 

３ 第１６条第３項から第６項までの規定は、前項の申請があった場合に準用する。 

（支援団体の役割） 



第１９条 支援団体は、事業対象者及び賃貸人に対する居住支援の活動を通じて、事業対

象者の入居の円滑化及び居住の安定の確保を支援するものとする。 

（支援団体の業務） 

第２０条 支援団体は、民間賃貸住宅に入居する事業対象者及び賃貸人に対し、支援を実

施するものとする。 

２ 支援団体は、必要に応じて、県、関係市町村及び関係団体の意見を聞くことができる。 

（登録の取消し） 

第２１条 県は、支援団体が第１７条第１項（第２号を除く。）のいずれかに該当するに至

ったときは、その登録を取り消さなければならない。 

２ 県は、支援団体の登録の内容に虚偽の事実があり、故意又は重過失が認められるとき

は、その登録を取り消すものとする。 

３ 県は、次の各号に該当するときは、支援団体の登録を取り消すことができる。 

（１）第１８条の規定による変更登録の申請がなされなかったときで、支援団体に訂正

の意志がないことを確認したとき 

（２）支援団体の所在地又は当該支援団体の所在を確知できないとき 

４ 県は、前３項（第３項第３号の規定により登録を取消した場合を除く。）の規定により

登録を取消したときは、遅滞なく、その旨を当該登録を取り消された支援団体に通知し

なければならない。 

（登録の消除） 

第２２条 県は、次の各号のいずれかに該当するときは、支援団体の登録を消除しなけれ

ばならない。 

（１）支援団体から登録消除の申請があったとき 

（２）前条第１項、第２項又は第３項の規定により登録が取り消されたとき 

２ 前項第１号の登録消除の申請は支援団体が県に消除申請書（別記様式３）を提出する

ことにより行うものとする。 

３ 県は第１項第１号の規定により登録の消除をしたときは、遅滞なく、その旨を当該登

録消除の申請をした者に通知しなければならない。 

 

第４章 雑則 

（登録情報等の提供） 



第２３条 県は、本事業における登録情報並びに登録、変更登録その他本事業に関する情

報を千葉県ホームページに掲載しなければならない。 

（公開情報の活用） 

第２４条 本制度の実施主体は、千葉県ホームページに記載された情報を窓口に備え付け

る等の方法で、適宜提供できるよう努めるものとする。 

（秘密保持義務及び個人情報の保護） 

第２５条 本事業の実施主体（その者が法人である場合にあってはその役員。）及びその職

員並びにこれらの者であった者は、本制度の実施によって知り得た秘密を漏らし、又は

自己の利益のために使用してはならない。 

２ 実施主体は、本事業を実施するうえで、事業対象者の個人情報を用いる場合は当該事

業対象者の同意を、事業対象者の家族の個人情報を用いる場合は当該家族の同意を、あ

らかじめ文書により得ておかなければならない。 

 

 

附 則 

この実施要領は、平成２４年３月２６日から施行する。 

 

附 則 

この実施要領は、平成２７年１月３０日から施行する。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この実施要領は、平成３０年４月１日から施行する。 

（千葉県あんしん賃貸支援団体登録制度実施要領の廃止） 

２ 千葉県あんしん賃貸支援団体登録制度実施要領は廃止する。 

（千葉県あんしん賃貸支援団体登録制度実施要領により登録された居住支援を行う団体） 

３ 千葉県あんしん賃貸支援団体登録制度実施要領第７条第２項の規定により登録された

居住支援を行う団体は、この要領第３章の規定により登録されたものとみなす。 

（居住支援法人との関係） 

４ この要領第３章の規定により登録された団体が法第４０条の規定による住宅確保要配



慮者居住支援法人として千葉県知事の指定を受けた場合においては、当該団体から第２

２条第１項（１）の規定による登録消除の申請があったものとみなす。 



別記様式１（第８条第２項関係） 

千葉県あんしん賃貸住宅協力店登録申請書 （新規） 

年   月   日 

千葉県知事 様 

申 

請 

者 

所在地 〒    ‐ 

 

 

名 称  ○印  
 
登録事項  ※ 以下の登録事項は千葉県ホームページに掲載されます。（△印のあるものを除く） 

名称（支店名）  

代表者 
役 職  

氏 名  

所在地 

郵 便 番 号 〒    ‐ 

都 道 府 県  

市 町 村  

町 名  

丁目・番地  

ビル名・階  

宅地建物取引業免許証番号  

電話番号  

ＦＡＸ番号  

ホームページＵＲＬ  

担当者 
（△） 

氏名  

メールアドレス  

最寄駅からの交通 
１ 線      駅から（徒歩・バス・車）   分 

２ 線      駅から（徒歩・バス・車）   分 

所属する関係団体の名称  

 

□ 私は、千葉県あんしん賃貸支援事業実施要領第９条第１項各号に掲げる者に該当しません。 

【千葉県あんしん賃貸支援事業実施要領第９条第１項各号】 

（１）宅地建物取引業法の免許を取得していない者、免許取り消し処分を受けている者又は業務停止処分を受けており、業務停止期間中である者 

（２）第13条第2項の規定により登録を取り消され、その取消の日から起算して1 年を経過しない者 

（３）法人であって、その役員のうちに前号に該当する者があるもの 

（４）個人、法人又は団体の役員等（個人である場合はその者、法人である場合は役員又は支店若しくは営業所の代表者、団体である場合は代表者又は理事その

他経営に実質的に関与している者をいう。以下「役員等」という。）が暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号。以下「暴

対法」という。）第２条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員等」という。）である者 

（５）役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をもって暴対法第２条第２号に規定する暴力団（以下「暴力

団」という。）又は暴力団員等を利用するなどしている者 

（６）役員等が、暴力団又は暴力団員等に対して資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直接的にあるいは積極的に暴力団の維持運営に協力し、若しくは関

与している者 

（７）役員等が、暴力団又は暴力団員等と社会的に非難されるべき関係を有している者 

（８）役員等が、暴力団又は暴力団員等であることを知りながらこれを不当に利用するなどしている者 

（９）第４号から第８号のいずれかに該当するものの依頼を受けて申請しようとする者 

登録年月日 
（記入不要） 

年   月   日 
登録番号 

（記入不要） 
 

 



別記様式２（第１０条第２項関係）  （ 1 / 2 ページ ） 

千葉県あんしん賃貸住宅協力店変更登録申請書 （変更登録） 

年   月   日 

千葉県知事 様 

申 

請 

者 

所在地 〒    ‐ 

 

 

名 称  ○印  

 

協力店登録番号  

 

変更事項  ※ 変更する項目のみ記載してください。県ホームページにも反映します。（△印のあるものを除く） 

 （変更前） （変更後） 

名称（支店名）   

代表者 
役 職   

氏 名   

所在地 

郵 便 番 号   

都 道 府 県   

市 町 村   

町 名   

丁目・番地   

ビル名・階   

宅地建物取引業免許証番号   

電話番号   

ＦＡＸ番号   

ホームページＵＲＬ   

担当者 
（△） 

氏名   

メールアドレス   

所属する関係団体の名称   

変更後の最寄駅からの交通 
１ 線      駅から（徒歩・バス・車）   分 

２ 線      駅から（徒歩・バス・車）   分 

 

変更登録年月日 
（記入不要） 

年   月   日 
変更登録番号 
（記入不要） 

 

 

（ ※ 裏面もあります） 

 



別記様式２（第１０条第２項関係）  （ 2 / 2 ページ ） 

 

□ 私は、千葉県あんしん賃貸支援事業実施要領第９条第１項各号に掲げる者に該当しません。 
 
【千葉県あんしん賃貸支援事業実施要領第９条第１項各号】 

（１）宅地建物取引業法の免許を取得していない者、免許取り消し処分を受けている者又は業務停止処分を受けており、業務停止期間中である者 

（２）第13条第2項の規定により登録を取り消され、その取消の日から起算して1 年を経過しない者 

（３）法人であって、その役員のうちに前号に該当する者があるもの 

（４）個人、法人又は団体の役員等（個人である場合はその者、法人である場合は役員又は支店若しくは営業所の代表者、団体である場合は代表者又は理事その

他経営に実質的に関与している者をいう。以下「役員等」という。）が暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号。以下「暴

対法」という。）第２条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員等」という。）である者 

（５）役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をもって暴対法第２条第２号に規定する暴力団（以下「暴力

団」という。）又は暴力団員等を利用するなどしている者 

（６）役員等が、暴力団又は暴力団員等に対して資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直接的にあるいは積極的に暴力団の維持運営に協力し、若しくは関

与している者 

（７）役員等が、暴力団又は暴力団員等と社会的に非難されるべき関係を有している者 

（８）役員等が、暴力団又は暴力団員等であることを知りながらこれを不当に利用するなどしている者 

（９）第４号から第８号のいずれかに該当するものの依頼を受けて申請しようとする者 

 
 



別記様式３（第１４条第２項関係） 

登録消除申請書 （協力店／支援団体） 

年   月   日 

千葉県知事 様 

申 

請 

者 

所在地 〒    ‐ 

 

 

名 称  ○印  

 

登録を消除する協力店又は支援団体 

協力店又は支援団体登録番号  

名称（支店名）又は団体名  

代表者 
役 職  

氏 名  

所在地 

郵 便 番 号 〒    ‐ 

都 道 府 県  

市 町 村  

町 名  

丁目・番地  

ビル名・階  

 

登録を消除する理由 

 

 



別記様式４（第１６条第３項関係） （ 1 / 2 ページ ） 

千葉県あんしん賃貸支援団体登録申請書 （新規） 

年   月   日 

千葉県知事 様 

申 

請 

者 

所在地 〒    ‐ 

 

 

名 称  ○印  

 

登録事項  ※ 以下の登録事項は千葉県ホームページに掲載します。（△印のあるものを除く） 

団体名  

代表者 
役 職  

氏 名  

団体の種別 
公益法人・社会福祉法人・特定非営利活動法人・医療法人・任意団体 

その他（                          ） 

所在地 

郵 便 番 号 〒    ‐ 

都 道 府 県  

市 町 村  

町 名  

丁目・番地  

ビル名・階  

電話番号  

ＦＡＸ番号  

ホームページＵＲＬ  

担当者 
（△） 

氏名  

メールアドレス  

 

登録年月日 
（記入不要） 

年   月   日 
登録番号 

（記入不要） 
 

（ ※ 裏面もあります） 

 

 

 



別記様式４（第１６条第３項関係） （ 2 / 2 ページ ） 

支援の対象者（※） 
 

右欄に掲げる者は住宅確保要配慮

者に対する賃貸住宅の供給の促進

に関する法律及び同施行規則で規

定されている住宅確保要配慮者を

略して記載したものです。条文を確

認したうえで対象とする者につい

て誤りがないことを十分に確認し

てください。 
 

□ 低額所得者 □ 被災者 □ 高齢者 □ 障害者 □ 外国人 

□ 子どもを育成する者 □ 中国残留邦人 □ 児童虐待を受けた者 

□ ハンセン病療養所入所患者 □ ＤＶ（ﾄﾞﾒｽﾃｨｯｸﾊﾞｲｵﾚﾝｽ）被害者 

□ 拉致被害者 □ 犯罪被害者 □ 保護観察対象者 

□ 激甚災害が発生した日にその区域内に居住していた者 

□ 生活困窮者自立支援法に基づく援助を受けている者 

詳細又は特記事項  

支援内容（※） 

□ 入居前支援 

□ 調整（相談対応・連絡調整） 

 □ 物件探し □ 物件情報の提供 

  □ 不動産店の紹介 

 □ 入居手続き（契約手続きの立会） 

 □ 金銭面支援（資金貸付・支給） 

 □ その他（                         ） 

□ 入居後支援 

 □ トラブル対応 □ （電話）相談 

  □ トラブル時の対応 

  □ 緊急時の対応 

 □ 見守り □ 医療機関との連携 

  □ 安否確認 

 □ 金銭面支援（資金貸付・支給） 

 □ その他（                         ） 

活動対象市町村  

備考  

<注意事項> １．（※）のある項目は、それぞれ該当するものに ☑ を入れてください。 

２．「支援内容」欄の「その他」に☑する場合は、（ ）内に支援内容を簡潔に記入してください。 

 

□ 
私は、千葉県あんしん賃貸支援事業実施要領第１６条第２項に基づき、別添誓約書のとおり

誓約するとともに、同要領第１７条第１項第１号から第１０号に掲げる者に該当しません。 
 
【千葉県あんしん賃貸支援事業実施要領第１７条第１項第１号から第１０号】 

（１）成年被後見人若しくは被保佐人又は破産者で復権を得ない者 

（２）第２１条第２項の規定により登録を取り消され、その取り消しの日から起算して１年を経過しない者 

（３）法人であって、その役員のうちに前２号のいずれかに該当する者があるもの 

（４）営業に関し成年者と同一の能力を有しない未成年者でその法定代理人が第１号又は第２号のいずれかに該当する者 

（５）個人、法人又は団体の役員等（個人である場合はその者、法人である場合は役員又は支店若しくは営業所の代表者、団体である場合は代表者又は理事その

他経営に実質的に関与している者をいう。以下「役員等」という。）が暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号。以下「暴

対法」という。）第２条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員等」という。）である者 

（６）役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をもって暴対法第２条第２号に規定する暴力団（以下「暴力

団」という。）又は暴力団員等を利用するなどしている者 

（７）役員等が、暴力団又は暴力団員等に対して資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直接的にあるいは積極的に暴力団の維持運営に協力し、若しくは関

与している者 

（８）役員等が、暴力団又は暴力団員等と社会的に非難されるべき関係を有している者 

（９）役員等が、暴力団又は暴力団員等であることを知りながらこれを不当に利用するなどしている者 

（１０）第５号から第９号のいずれかに該当するものの依頼を受けて申請しようとする者 



別記様式５（第１８条第２項関係） （ 1 / 2 ページ ） 

千葉県あんしん賃貸支援団体変更登録申請書 （変更登録） 

年   月   日 

千葉県知事 様 

申 

請 

者 

所在地 〒    ‐ 

 

 

名 称  ○印  

 

登録事項  ※ 変更する項目のみ記載してください。県ホームページにも反映します。（△印のあるものを除く） 

 （変更前） （変更後） 

団体名   

代表者 
役 職   

氏 名   

変更後の団体の種別 
公益法人・社会福祉法人・特定非営利活動法人・医療法人・任意団体 

その他（                          ） 

所在地 

郵 便 番 号 〒    ‐ 〒    ‐ 

都 道 府 県   

市 町 村   

町 名   

丁目・番地   

ビル名・階   

電話番号   

ＦＡＸ番号   

ホームページＵＲＬ   

担当者 
（△） 

氏名   

メールアドレス   

 

変更登録年月日 
（記入不要） 

年   月   日 
変更登録番号 
（記入不要） 

 

 

（ ※ 裏面もあります） 

 



別記様式５（第１８条第２項関係） （ 2 / 2 ページ ） 

変更後の支援の対象者（※） 
 

右欄に掲げる者は住宅確保要配慮

者に対する賃貸住宅の供給の促進

に関する法律及び同施行規則で規

定されている住宅確保要配慮者を

略して記載したものです。条文を確

認したうえで対象とする者につい

て誤りがないことを十分に確認し

てください。 
 

□ 低額所得者 □ 被災者 □ 高齢者 □ 障害者 □ 外国人 

□ 子どもを育成する者 □ 中国残留邦人 □ 児童虐待を受けた者 

□ ハンセン病療養所入所患者 □ ＤＶ（ﾄﾞﾒｽﾃｨｯｸﾊﾞｲｵﾚﾝｽ）被害者 

□ 拉致被害者 □ 犯罪被害者 □ 保護観察対象者 

□ 激甚災害が発生した日にその区域内に居住していた者 

□ 生活困窮者自立支援法に基づく援助を受けている者 

詳細又は特記事項  

変更後の支援内容（※） 

□ 入居前支援 

□ 調整（相談対応・連絡調整） 

 □ 物件探し □ 物件情報の提供 

  □ 不動産店の紹介 

 □ 入居手続き（契約手続きの立会） 

 □ 金銭面支援（資金貸付・支給） 

 □ その他（                         ） 

□ 入居後支援 

 □ トラブル対応 □ （電話）相談 

  □ トラブル時の対応 

  □ 緊急時の対応 

 □ 見守り □ 医療機関との連携 

  □ 安否確認 

 □ 金銭面支援（資金貸付・支給） 

 □ その他（                         ） 

変更後の活動対象市町村  

備考  

<注意事項> １．（※）のある項目は、それぞれ該当するものに ☑ を入れてください。 

２．「支援内容」欄の「その他」に☑する場合は、（ ）内に支援内容を簡潔に記入してください。 

 

□ 
私は、千葉県あんしん賃貸支援事業実施要領第１６条第２項に基づき、別添誓約書のとおり

誓約するとともに、同要領第１７条第１項第１号から第１０号に掲げる者に該当しません。 
 
【千葉県あんしん賃貸支援事業実施要領第１７条第１項第１号から第１０号】 

（１）成年被後見人若しくは被保佐人又は破産者で復権を得ない者 

（２）第２１条第２項の規定により登録を取り消され、その取り消しの日から起算して１年を経過しない者 

（３）法人であって、その役員のうちに前２号のいずれかに該当する者があるもの 

（４）営業に関し成年者と同一の能力を有しない未成年者でその法定代理人が第１号又は第２号のいずれかに該当する者 

（５）個人、法人又は団体の役員等（個人である場合はその者、法人である場合は役員又は支店若しくは営業所の代表者、団体である場合は代表者又は理事その

他経営に実質的に関与している者をいう。以下「役員等」という。）が暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号。以下「暴

対法」という。）第２条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員等」という。）である者 

（６）役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をもって暴対法第２条第２号に規定する暴力団（以下「暴力

団」という。）又は暴力団員等を利用するなどしている者 

（７）役員等が、暴力団又は暴力団員等に対して資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直接的にあるいは積極的に暴力団の維持運営に協力し、若しくは関

与している者 

（８）役員等が、暴力団又は暴力団員等と社会的に非難されるべき関係を有している者 

（９）役員等が、暴力団又は暴力団員等であることを知りながらこれを不当に利用するなどしている者 

（１０）第５号から第９号のいずれかに該当するものの依頼を受けて申請しようとする者 


